
展示「昭和戦時下の滋賀県民」

平成 24 年 7 月 10 日～9 月 13 日

【昭ひ 2(1)】 【 】は滋賀県歴史的文書の文書番号

「北支派兵に関する決議」

滋賀県中等学校長一同

昭和 12 年(1937 年)

7 月 23 日

日本は昭和 12 年 7 月７日

の盧溝橋事件を発端として、

日中戦争を始める。

同月 23 日に行われた県の

中学校校長会議では、知事の

訓示を受けて開戦を支持す

る宣言決議を行っている。

3 点とも【昭ひ 2(5)】（昭和 12 年）
戦争と滋賀県



【昭こ 364(46)】

昭和16年12月8日、

日本は英米に宣戦布告

を行い、太平洋戦争が

始まる。

8 日付で各市町村長あ

てに通牒が出されてい

る。「殉国奉公」に精進

するよう呼びかけ、神

社での「奉告祈願」と

「詔書捧読式」の挙行

が指示された。これは

廃案となり、「奉告祈

願」を「時艱突破戦勝

祈願祭」に変え、式次

第例を削った通牒が出

された。

「天気図・天気予報其の他に関する件内申」 昭和 13 年（1938 年）

【大た 74(8)】

県の彦根測候所

（現在の彦根地

方気象台）は、「戦

時の目的達成」の

ため、すでに国で

行っているよう

に天気予報の偽

報を無線配信す

ると県に内申し

ている。

文書には「秘」の

印がおされてい

る。

「時艱
じ か ん

対処に関する件通牒」 昭和 16 年(1941 年) 12 月 8 日



【昭か 33(1)】

「滋賀県防空監視哨配置並防空通信系統図」

昭和 14 年(1939 年) 【昭く 63 合 1（7）】

26 カ所の監視哨と監視本部(大津)が図示さ

れている。

「言上書 愛知川防空監視哨の概況」

昭和 18 年(1943 年)

敵機の発見を目的とした防空監視哨が県

内各地に設けられ、その活動のようすが

陸軍大将・東久邇宮の視察のために用意

された言上書に記されている。

愛知川では昭和 12 年(1937 年)に公会

堂屋上に仮哨舎を置いたが、専用の建物

を造って 15 年に移転した。青年学校の

生徒が毎日６人ずつ、朝の 8 時から翌日

の朝まで 24 時間交代の監視を行った。

場所柄、八日市飛行場の練習機との区別

が難しい、東の伊勢湾と北西の若狭湾方

面を特に警戒している、と述べている。

能登川防空監視哨正面図・平面図

昭和 18 年(1943 年) 【昭か 33(8)】



「大津駅付近平面図」 【昭あ 152（314）】

赤枠内の建物が撤去の対象となった。

「借入説明書（建物疎開事業）」

昭和 20 年（1945 年）

重要な施設の周辺の建物を取り壊し、被災時の

延焼を防ぐという「都市疎開実施要綱」が昭和

18 年(1943 年)に決められ、県では 20 年 7

月 7 日に「滋賀県疎開実行本部規程」、同月 18

日に「滋賀県建物疎開事業保障委員会規程」が

制定された。

規程に基づき、大津市の県庁、大津駅、日赤滋

賀病院、市役所・滋賀銀行など 9 地区のほか、

彦根・長浜市、米原・草津・八日市町で 7 月末

までに 760 戸に立ち退きが要求され、家屋が

強制的に取り壊された。さらに 8 月末までに

2,500 戸の撤去が予定されていたが、終戦を

迎えて中止となった。しかし、すでに執行済み

の家があったと書かれている。

【昭く 88(5)】



戦時下の生活

「滋賀県節米実行要綱」 昭和 15 年（1940 年）7 月

【昭お 38（16）】

「国民貯蓄組合表彰賞品（支那事変貯蓄債券）」

昭和 15 年(1940 年)

戦費の捻出のため、昭和 13 年（1938 年）に

は、国民貯蓄運動が開始される。市町村、職場、

学校に「国民貯蓄組合」がつくられ、それぞれ

で貯金が割り当てられた。結果、15 年には総

貯蓄額 100 億円を達成する（15 年の国家予算

（歳出決算額）58 億円）。

国民貯蓄の「成績優良」な組合に対して表彰が

行われ、その賞品が債券で配られている。

【昭え 154】

米不足が問題となった

ことを受け、近畿各府

県の申し合わせに基づ

き制定された要綱。官

公署や銀行・会社等の

食堂、百貨店食堂や洋

食店・喫茶店・カフェ

ーなどで米食の供給・

販売が当面廃止され、

一般飲食店では定めら

れた時間帯以外の米食

販売が、旅館では昼食

時の米食販売が禁ぜら

れた。これらを遵守し

ない場合、営業停止と

することが定められて

いる。



「青年学校教練審査会に関する件」 昭和 14 年（1939 年） 【昭し 379(3)】

「贅沢全廃運動滋賀県実施要綱」 昭和 15 年（1940 年）8 月

【昭こ 65(113)（脱綴文書）】

昭和 14 年 12 月 11

日、京都連隊区司令部

主催によって草津競

馬場（草津市西渋川）

で県下の 111 校が参

加した「青年学校教練

審査会」が行われた。

各校10人が駆け足直

後の「不動姿勢」、「銃

剣刺突」、伏せての「射

撃動作」、模擬手榴弾

を使った「手榴弾投

擲」を競った。

成績１位は私立の東

洋レーヨン青年学校、

2 位は藤尾青年学校。

昭和 15 年 7 月 7 日施

行の商工・農林省令

「奢侈
し ゃ し

品等製造販売制

限規則」（七・七禁令）

に応じて県が定めた要

綱。「実践事項」では、

七・七禁令に準拠して

贅沢品の購入・使用を

禁じたほか、生活必需

品以外の購入や使用、

宴会、旅行、自動車利

用などを廃止もしくは

最小限度とし、徹底的

に「戦時生活」を励行

することとされた。後

半は贅沢全廃の「徹底

方法」を具体的に指示

している。



【昭お 68(37)】

【昭こ 368(4-8)】

「滋賀県金属類非常回収実施要綱」

昭和 18 年(1943 年)

武器生産に必要な金属資源の不足を補うため、「金

属類回収令」（昭和 16 年(1941 年)）に基づき官

公庁や民間から金属類の回収が行われた。

18 年に出した県の要綱では「直接撤去」する「鉄

物件」には、橋梁の欄干や橋梁そのものも指定さ

れている。「部落・警防団等」の所有する警鐘台と

警鐘も回収の対象とされ、この時期に寺院の梵鐘

も供出を迫られた。

用紙には、裏紙が使われており、物資不足のよう

すがうかがえる。 （右文書）

「戦時食生活 －混食、代用食、雑炊の栄養献立－」

昭和 20 年（1945 年）頃

戦地に米を送るため、その消費を節約することが

「戦時国策」となっていた。節米のため、よく噛

み、混食・代用食、雑炊・粥食を励行し、うどん・

すいとんなどを食べるように推奨された。また、

無砂搗米（搗き粉で精米していない米）は、とが

ないで炊くように指示されている。 （下（左右）文書）


